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現況写真

定款・規約 事業実施年度の事業計画・予算書 前年度の事業報告・決算書

《後日送付書類：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月　　　日頃》

   共募記入欄
〔申請額査定欄〕 〔添付書類〕 実施要領 見積書 カタログ 工事図面・平面図

〈
内
訳

〉

①行政補助

②市町村社協補助

〔共同募金の助成金による事業である旨のPR方法〕

③利用者負担

④その他

㉑ 収入内訳

　共同募金助成金

　その他金額
（①～④の合計）

　総利用者数 人

　部数・個数 部・個

事業実施
時期 　　　月　から　　　　月　まで

㉓

具

体

的

事

業

内

容

〔事業執行者所在地〕
〒

頻度
利用者数

　実施回数 回 〔担当者氏名〕

燃料費 光熱費 水道費 賃借料

建物・備品の維持管理費 マンパワー

車輌関係 車両購入費

備品関係 備品購入費

管理経費
関係

送料・通信費 印刷消耗品費 旅費・交通費 宿泊費

広報費

資料・資材作成費 設置費 実費弁償 工賃 見舞金品・祝い金品 工事費 拠出金 研修費

資料購入費

⑰
使途
分類

事業関係
謝礼 保険料 施設・備品の借上料 入場料・使用料

土地建物関係 土地の取得・造成 建物新築 建物増改築・補修

資材・広報物制作 土地の取得 施設整備 備品・機器・車両整備

機器貸出し 被災地支援活動 準備金の積立

組織基盤整備 研修・学習・体験 交流・イベント 話し合い・ミーティング

情報提供 調査・研究 計画づくり 啓発・普及

就労支援 余暇活動

排除雪支援 その他の生活支援 相談 コーディネート

　機能・形態分類⑯

食事・入浴支援 外出・移動支援 情報・コミュニケーション支援 家事支援

学習支援 つながり支援

犯罪被害者支援 人権擁護 国際理解・交流 男女共同参画

こども健全育成

更生保護 保健・医療 まちづくりの推進 災害対応・防災

環境 地域活動 社会教育・生涯学習 防犯
⑮ 　分野・テーマ分類

高齢者福祉 障がい者福祉 児童福祉 生活困窮者支援

社会的孤立防止 子育て支援

　事 　業　 分　 類 　　内　　　　 容　　　　 分　　　　 類

⑭ 　目的分類
日常生活支援 社会参加・まちづくり支援 社会福祉施設支援 その他の地域福祉支援

災害対応・防災

⑬
対象者
分類

養護児童 家族

要保護世帯 長期療養者 ＤＶ被害者 ホームレス

依存症者 その他

そ の 他

民生委員児童委員協議会 福祉事業者団体 学校 当事者・家族の会 住民参加型団体

1人親家族関係団体

小地域事業 NPO 一般財団 未法人

ボランティア団体 小地域団体・自治会・

○
市区町村域
事業

社福 一般社団 公益財団

○
2次助成を
する事業

更生保護 公益社団 その他の法人

○ 新規事業 ⑩
事業執
行者名

　法人（団体）名　・（施設名）・　代表者名 ⑪ 法人区分

一般募金財源による地域使途計画助成事業

ページ

児童青少年福祉団体

保健・医療関係団体

介護者・家族

一人親家族

事業番号

乳幼児

災害等被災者

精神障がい者

全道広域

共同募金委員会 社協助成 一次助成先名（二次助成を行う場合）：

在住外国人

ひきこもりの人

介助者・家族心身障がい児者

その他の活動

　●上記で選択した機能・形態分類において、補足したい事項等があれば記入

住民全般

ボランティア・NPO中間支援 その他の地域福祉

ボランティア・ＮＰＯ中間支援団体 その他の団体

● 市町村地域 共同募金助成事業明細書（申請書）

総事業費

児童・青少年

高 齢 者

障がい児・者

課題を抱える人

身体障がい児者

高齢者世帯

都道府県社協

高齢者全般

⑧
事業活動

エリア

広域事業

⑨
事業
形態

社会福祉施設

女性福祉関係団体

遺児・交通遺児

更生保護関係者

⑫
執行者
分類

⑦
事業名

市区町村社協

障がい児者全般

障がい児者福祉団体地区社協

要支援高齢者要介護高齢者

知的障がい児者

児童

高齢者福祉団体

更生保護団体 ＮＰＯ法人

青少年

不登校児

平成 28 年度 ○

犯罪被害者

〔電話番号〕

材料購入費 企画・調査・研究費
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① 
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① 
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① 
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